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1 .  調 査 の 概 要

� 調 査 の 目 的

この調査は，常用労働者１～４人の事業所における賃金，労働時間，及び雇用の実態を明ら

かにして，毎月実施されている常用労働者５人以上の事業所に関する「全国調査」及び「地方

調査」を補完するとともに，各種の労働施策を円滑に推進していくための基礎資料を得ること

を目的とする。

� 調 査 の 対 象

この調査は，日本標準産業分類にいう鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

運輸・通信業，卸売・小売業，飲食店，金融・保険業，不動産業，サービス業（家事サービス

業及び外国公務を除く。）に属し，かつ平成 12年７月 3 1日現在（給与締切日の定めがある場合

には，７月の最終給与締切日現在。）で１～４人の常用労働者を雇用する事業所のうち労働大

臣が指定する一定の地域に所在する約 5 0 0事業所について調査を行った。

� 主 な 用 語 の 定 義

� 常用労働者

平成1 2年７月3 1日現在（給与締切日の定めがある場合には，７月の最終給与締切日現在。）

当該事業所に在籍している者で，次のいずれかに該当する者をいう。

イ．期間を定めずに，又は１ヶ月を超える期間を定めて雇われている者。

ロ．日々又は１ヶ月以内の期間を定めて雇われている者で，前２ヶ月（５月及び６月）の

各月にそれぞれ1 8日以上雇われた者。

� 出勤日数

本来の業務遂行のために実際に出勤した日数のことで，有給であっても出勤しない日は含

めないが，１日に１時間でも就業すれば１出勤日とする。

� １日の実労働時間数

７月中の通常日に労働者が実際に働いた時間のことで，休憩時間は含まない。

� きまって支給する現金給与額

労働契約，労働協約，給与規則等によってあらかじめ定められている支給条件，算定方法

によって毎月現金で支給されている給与（基本給・家族手当・通勤手当・残業手当など）の

ことをいい，所得税，各種社会保険料などを差し引く以前の金額である。

� 特別に支払われた現金給与額

平成1 1年８月～平成 1 2年７月までの１年間に「きまって支給する現金給与額」以外に現金

で支払われた給与のことで，夏季又は年末の賞与，３ヶ月を超える期間で算定される給与，

ベースアップの差額追給分及び支給事由の発生が不確実な給与（税込）である。
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� 結 果 の 算 定

調査結果は，本県の常用労働者１～４人規模全ての事業所に対応するよう復元して算定され

た数値である。

� 結 果 の 公 表

下記の産業は，調査産業には含まれているが，調査事業所数が僅小のため公表していない。

①　鉱　業

②　電気・ガス・熱供給・水道業

③　運輸・通信業

④　金融・保険業

⑤　不動産業
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2 . 結 　 果 　 の 　 概 　 要
（調　査　産　業　計）
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� 常 用 労 働 者 数

常用労働者数は，調査産業計で 5 9,6 5 6人であった。また，地方調査（５人以上規模）を加え

た常用労働者の総数は，平成 1 2年７月で 1,0 3 3,3 1 2人で，１～４人規模の構成比は 5.8％であっ

た。

産業別に常用労働者の構成比をみると，卸売・小売業，飲食店が 4 7.7％と最も高く，次いで

サービス業が2 3.0％，建設業が1 4.4％，製造業が1 0.3％の順であった。

また，男女別にみると，男は建設業の 3 2.5％，女は卸売・小売業，飲食店の 5 9.3％が最も高

かった。

� 出 勤 日 数

平成1 2年７月における１ヶ月の出勤日数は，調査産業計で 2 1.2日（前年2 1.2日）であり，全

国（2 1.7日）と比べると0.5日少なくなっている。

また，男女別にみると，男（ 2 2.2日）が女（2 0.5日）より1.7日多くなっている。

� １ 日 の 労 働 時 間 数

平成1 2年７月における１日の実労働時間数は，調査産業計で 7.2時間（前年7.2時間）であり，

全国（7.3時間）と比べると0.1時間少なくなっている。

また，男女別にみると，男（ 8.0時間）が女（6.8時間）より1.2時間長かった。

図－１　　産業，性別常用労働者数構成比
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図－２　　出勤日数及び１日あたり実労働時間の推移

第１表　　産業及び男女別推計常用労働者数，月間出勤日数
及び１日の実労働時間数
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� きまって支給する現金給与額

調査産業計では 1 8 4,3 9 6円で，前年（ 1 9 1,4 5 7円）に比べ 3.7％の減となり，全国を 1 0 0とした

格差は，9 3.8であった。また，男を1 0 0とした男女の格差を調査産業計でみると， 4 9.0であった。

これは，全国の格差（ 5 1.9）より小さい。

5 . 特別に支払われた現金給与額（勤続年数１年以上）

平成1 1年８月から平成 1 2年７月までの１年間に特別に支払われた現金給与額は，調査産業計

では， 2 2 8,6 8 2円（前年2 2 1,7 6 2円）で，全国を 1 0 0とした格差は 8 0.3であった。また，男を 1 0 0

とした男女格差を調査産業計でみると 3 7.7であった。これは，全国の男女格差（ 4 4.2）より小

さい。

第２表　　産業及び男女別推計月間きまって支給する現金給与額
及び年間特別に支払われた現金給与額
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第３表　　産業及び性別常用労働者数，１人平均月間出勤日数，１日の実労働時間数
及びきまって支給する現金給与額
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第４表　　都道府県別きまって支給する給与及び格差
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